
令和２年度 米消費拡大実践活動支援事業 応募要領 
 

公益社団法人 米穀安定供給確保支援機構 
 
１ 事業の目的 

少子高齢化が進行している状況において、健康寿命の延伸や将来を担う次世代への食育等の観点から、健全な食生活の実践を

推進することは重要なことである。 

公益社団法人 米穀安定供給確保支援機構では、妊産婦や乳幼児、学童、若年層、中高年層にいたる国民各層に対して、米を

主食とした日本型食生活の有用性等の正しい理解促進のため、医療関係者等を通じたごはん食の健康性の普及、マスメディア等

を活用した朝食欠食改善、米穀販売業者を介した広報活動等、各世代の特性に合わせた様々な普及活動を実施しているところで

ある。今後、さらなる米の消費の向上に繋げるためには、米穀の流通に携わる小売業、米穀流通業者等が自ら組織的に一丸とな

って、一般消費者等に対して、米やごはんへの関心を高め、喫食喚起にむけたごはん食の健康性等に関する実践的な普及啓発活

動を行うことが重要と考える。そのためには、米穀流通業者等自らが米の健康性等に関する知識の向上を図るとともに、全国的

な実践活動を支援する体制づくりが必要である。 

このため、米穀流通業者団体等に委託し、各業者のごはん食の健康性に関する知識の醸成を中心とした資質向上や実践活動の

強化を一体的に支援する取組を実施する。 
 
２ 事業内容 
 （１）米の消費拡大のために次に掲げる実践活動を実施する。 

① よりよい実践活動のためのスキルアップセミナー 

     一般消費者に対して行う出前授業等の実践活動が、幅広く、質の高い内容になるよう、米の生産、流通のみならず、栄 

養・健康性、文化性等をテーマとした出前授業講師等を対象としたセミナー 等 

   ② 児童・生徒、一般消費者に対する実践活動等 

    ア 学校等におけるお米出前授業、精米工場見学時セミナー開催 

    イ 「夏越ごはん」普及・定着活動 等 

   ③ 朝、ごはんをきちんと食べよう普及活動 

   ④ その他、米穀機構が適当と認めた実践活動 

 （２）上記１の事業は、米穀流通業者団体等が自ら行う他、その会員等と共同で行うことができるものとする。 
 
３ 事業実施の対象者 
  事業委託の対象者は、次の要件を満たす米穀流通業者団体等を公募により選定するものとする。 

 （１）米穀流通業者が組織する団体であること。 

（２）全国の地域で事業実施が可能な体制を有すること。 

（３）米の消費拡大のための実践活動の実施実績があること。 

（４）適切な経理体制を有すること。 
 
４ 事業経費 

第２の事業を実施するために直接必要な経費とする。 

ただし、事業受託者（その会員等を含む）の自社製品の購入代金、資産計上が必要となる備品購入費、会食費は対象外とする。 
 
５ 事業実施期間 
  原則として、契約締結日から令和３年３月１９日までとする。 
 
６ 事業予定額 
  ５，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む）を限度とする。 
 

７ 応募方法 

  応募希望者は本機構に実施要領を請求し、所定の事業実施計画書に記入の上、本機構あてに郵送。 
 
８ 応募期限 

令和２年３月２６日（木）必着。 
 
９ 事業実施対象者の決定 

本機構内に設置する選考委員会にて実施者を決定する。 
 

10 決定の通知 

  令和２年３月下旬頃の予定 
 
※ 応募お問合わせ、実施要領請求先・申請書送付先 
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